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【削減状況の自己評価】
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MWh
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ベンチマーク指標

電力供給業

年度)

ｔCO2

年度)

令和 2 箇年度）

 　　　　　　温室効果ガス排出量　　　原単位指標（所内電力量）
　　　　　　　　　　（ｔ-CO2）　　　　　　　（MWｈ）
基準年度　　　　　　　178,567　　　　　　　　238,197
令和4年度　　　　　　 179,981                222,062
目標年度　　　　　　　210,620　　　　　　　　277,637

未達達成△ 5.0

① 倉敷共同発電所

目標削減率
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分類
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概　要

部署名：

番号

③CO2換算3,000t以上

33

（●工場等の数 1 所 ●車両台数（②該当の場合）

倉敷市水島川崎通１丁目１２番地

台）

4 6

前年度の温室効果ガスの排出の量及び排出削減計画に基づき実施した措置の状況

4

（令和

氏
　
名

（法人にあっては名称） 住
　
所

（法人にあっては主たる事業所の所在地）

①

瀬戸内共同火力株式会社
721-0931

業種名：電気業

事業内容：製鉄所で発生する副生ガスを有効利用し低廉な電力を発電。
認可出力：613ＭＷ、（倉敷共同発電所）

ｔCO2

削減目標の
達成状況

主な工場等
の排出量

番号

179,981

ｔCO2

)年度排出量

178,567

工場等の名称 所　　在　　地

主たる業種

県内の
主　な
工場等

倉敷共同発電所

広島県福山市鋼管町１番地

技術部技術担当倉敷技術グループ

①燃料等原油換算1,500kℓ以上特定事業者
の該当要件

②ﾊﾞｽ・ﾄﾗｯｸ100台、ﾀｸｼｰ250台以上

　昨年度(R4年度)は基準年度(R元年度)に比べ、製鉄所から供給される副生ガスが大幅に減少し、副生ガ
スの不足を補うため、第３・４号機の重油使用量と第５号機の石炭使用量が大幅に増加した。又、電力
需要の対応で重油使用量が増加したことにより、基準年度に比べて原単位当たりの排出量が増加した。
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【目標削減率達成のために実施した措置及び今後の取組】

【森林保全等吸収源対策への取組】

【再生可能エネルギーの導入】

【その他特記事項】

【推進体制】

　 無

　 無
県内で
の取組

倉敷共同発電所 （令和４年度実施分）
　１．発電設備の効率運用推進
　　　各ユニットの総合的経済運用による効率の維持向上
　２．補機の適切な運用台数による動力削減
　３．夏季、冬季省エネルギ－の実施
　（1）冷暖房の温度管理による電力削減
　（2）昼休み等の不要時消灯の励行
　（3）省エネパトロ－ルの実施
　４．全社員対象の省エネ教育の実施（１回/年）
　５．エネルギー使用合理化に関する工事実績
　 (1) 第４号機主変圧器更新による損失削減
　　  【削減効果:原油換算490kl/年】
　 (2) 本館事務所照明ＬＥＤ化工事による消費電力削減
　　  【削減効果:原油換算2.274kl/年】
　６．「令和４年度先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 (B)オーダー
　　　メイド型事業」共同申請［2022年8月31日補助金交付決定通知書受領］
　　 【事業の名称】「ＪＦＥスチール株式会社西日本製鉄所(倉敷地区)
　　 　　　　　　　　高炉送風機の電気駆動化に伴う連携省エネルギー事業」
　　 【事業者名】　ＪＦＥスチール株式会社／瀬戸内共同火力株式会社

（今後実施予定分）
  令和４年度実施した措置について、継続して今後も取り組みを実施する。

　 無

その他

その他

県内で
の取組

工場等の名称

・社長を環境管理の最高責任者として全社の環境管理を統括管理し、技術部を担当する役員をエネ
　ルギ－管理統括者、技術部長を環境管理責任者として環境管理体制を構築しています。
・環境・エネルギ－管理委員会を開催し、環境問題への取組に関する重要事項を審議しています。

　 無

実施した措置及び今後の取組の内容


